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令和 3 年度 ～ 3 年度 23,441 千円

歳出科目：
千円

23,441 千円

市費
23,441 千円

国費

0 千円

県費 令和元年度 令和２年度 令和３年度 単位

0 千円 99.91 99.88 - ％
100.0 100.0 100.0 ％

その他
0 千円

18,842 千円

令和３年度 単位

実績値 99.90 ％
目標値 100.0 ％

大きい ある
ある

ない
⑧受益者負担適
正化余地

－
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PDCA 主要事業名 固定資産評価替関連事業 部課名 総務部税務課
長谷川
268

目
標
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目
（
予
算
計
上
時
に
作
成
）

全体事業期間： 全体事業費等：

会計 一般会計

事業内容：
地番図等作成業務委託、固定資産（土地）評価システム業務委託、標準宅地
時点修正率算定委託等を実施する。

問題点・
課題等：

固定資産の評価は、高い専門性が求められることから、業務の効率化と適正
化を図るため最新システムや先端技術の活用が必要となる。

予算額 主要事業とする理由

得られる成果

関係法令等にある必要な手順に沿って、正確で効率的な評価替え作業が実施できる。

目標値や目指すべき状態

適正課税率
実績値

目標値

Ｐ
総合計画： 単位施策： 財政運営

予
算
見
積
書
で
活
用評価替えは３年を１サイクルとした基準年度ごとに進めるため、年度ごとに実施する

事業が異なり、事業費の増減が見込まれるため。財源内訳

総
合
計
画
と
の
関
係
性
と
予
算
根
拠

３か年実施計画（当該年度事業費等）： -

事業概要等

事業概要：

地方税法４３９条において、固定資産の評価替えは３年に一度行うことと定
められており、次回評価替えである令和６年度評価替えに向けた作業及び時
点修正等を行う。

事業目的：
令和６年度評価替えに向け、適正な時価の評価及び適格な土地の利用状況等
の把握を行い、公平で適正な課税を実施する。

実績値

目標値

実績値

目標値

評
価
項
目
（
決
算
時
に
作
成
）

固定資産の的確な把握により適正かつ公平な課税を行い、市財政における基幹税目と
して安定した財源を確保することができた。

得
ら
れ
た
成
果
と
実
績

値

成果指標

適正課税率

Ｃ

事業の
評価・課題

B

実地調査と並行して様々な技術や情報を活用することで、土地の利用形態の変更、家
屋担当と連携して家屋の新増改築・取壊し、未課税家屋等の課税客体を把握すること
による住宅特例の適用など、適正な課税に努めた。
また、次回評価替基準年度である令和６年度に向け、所要の補正等の確認を行った。

効率性
①市の関与の妥当性

③休廃止の影響

今後の事業
の方向性

Ｄ
決算額 得られた成果

⑥類似事業の有無

妥当 ④上位施策への貢献

課
題
の
整
理

⑦コスト削
減余地

Ａ
課
題
解
決
に
向
け
た

今
後
の
方
向
性

主
要
施
策
の
成
果
報
告
書
で
活
用

観点別評価

必要性 有効性

大きい

②市民ニーズ － ⑤成果向上の余地

改善推進

固定資産の評価は技術性・専門性が高く、知識・経験の継承が必要なため、専門研修
の受講などによって個々の職員の能力向上を図るとともに、ＧＩＳ・ＲＰＡなどの技
術の活用の幅を広げることで更なる業務の効率化を推進し、適正な課税を実施する。
また、ＡＩや人工衛星写真を活用した差分解析などの技術について、固定資産評価で
の利活用を図っていく。


